
平成 27 年度地方財政対策のポイント 
総 務 省 自 治 財 政 局 
平 成 ２７年 １月 １４日 

 

１．通常収支分 

 

（１） 地方創生に必要な歳出を１兆円計上 

 
・ 地方創生に取り組むために必要な経費を地方財政計画の歳出に計上 

・ 新規分の財源は、地方の努力により捻出し、財政健全化と地方創生の両立に配慮 

「まち・ひと・しごと創生事業費（仮称）」            1.0 兆円 

・ 既存の歳出の振替え      0.5 兆円 

（地域の元気創造事業費（㉖0.35兆円）の全額、歳出特別枠（㉖1.2兆円）の一部（0.15兆円）） 

・ 新規の財源確保       0.5 兆円 

法人住民税法人税割の交付税原資化に伴う偏在是正効果..        0.1 兆円 

地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金の活用        0.3 兆円 

過去の投資抑制による公債費減に伴い生じる一般財源の活用     0.1 兆円 

※今後、偏在是正を更に進めること等により恒久財源を確保する方針 

 

 

（２） 一般財源総額を 1.2 兆円増額、その質も改善 

 
・ 一般財源総額について、地方創生のための財源等を上乗せして、平成26 年度の水

準から 1.2 兆円増額 

・ 地方税が増収となる中で、地方交付税の減少を最小限にとどめ、赤字地方債である

臨時財政対策債の発行を大幅に抑制することにより、一般財源の質も改善 
 

 一般財源総額        61.5 兆円（＋1.2 兆円、前年度 60.4 兆円） 

一般財源総額（水準超経費除き）   60.2 兆円（＋0.7 兆円、  同  59.4 兆円）    

・ 地方税                                37.5 兆円（＋2.5 兆円、前年度35.0 兆円） 

・ 地方譲与税･地方特例交付金                         2.8 兆円（                          ▲0.1 兆円、   同                                                                  2.9 兆円） 

・ 地方交付税                                             16.8 兆円（   ▲0.1 兆円、  同    16.9 兆円） 

・ 臨時財政対策債                                4.5 兆円（  ▲1.1 兆円、  同      55.6 兆円） 
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（３） 歳出特別枠を実質的に維持 

・ 歳出特別枠や交付税の別枠加算について経済再生に合わせて危機対応モー

ドから平時モードへの切替えを進める 

・ 地方の喫緊の課題であるまち・ひと・しごと創生及び公共施設の老朽化対策のた

めの経費に係る歳出を重点的に確保（0.35 兆円）した上で、同額を歳出特別枠

（㉖1.2 兆円）から減額（㉗0.85 兆円）（実質的に前年度水準を確保） 

・ 交付税の別枠加算（㉖0.61 兆円）については、地方税収の状況を踏まえて、一

部を縮小しつつ、必要な額を確保（㉗0.23 兆円） 

 

（４） 地方交付税原資の安定性の向上・充実を図るため法定率を見直し 

 

 所得税 法人税 消費税 酒税 たばこ税 地方法人税

現 行 ３２％ ３４％ ２２．３％ ３２％ ２５％ １００％ 

改正案 ３３．１％ ３３．１％ ２２．３％ ５０％ － １００％ 

 

＜参考＞ 見直しによる法定率分の増   900 億円程度 

 

（５） 公共施設の老朽化対策のための経費を充実 

・ 公共施設等総合管理計画に基づき実施する公共施設の集約化・複合化、転用、

除却のために必要な経費として地方財政計画の投資的経費に「公共施設等最

適化事業費（仮称）」を計上（㉗0.1 兆円） 

・ 公共施設等の維持補修費（㉖1.0 兆円）を増額（㉗1.2 兆円（＋0.1 兆円）） 

 

 

 

２．東日本大震災分 

○ 震災復興特別交付税 

復旧・復興事業の地方負担分、地方税の減収分等を全額措置するため 0.6 兆円確保 
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通常収支分 （単位：兆円、％）

26年度 増減額 増減率

Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｃ／Ｂ

　地方税・地方譲与税等 40.3 37.9 2.4 6.4

　地　方　交　付　税 16.8 16.9 ▲ 0.1 ▲ 0.8

　国　庫　支　出　金 13.1 12.4 0.6 4.9

　地　　　 方 　　　債 9.5 10.6 ▲ 1.1 ▲ 10.0

　臨時財政対策債 4.5 5.6 ▲ 1.1 ▲ 19.1

　臨時財政対策債以外 5.0 5.0 0.0 0.3

　そ　　　　の　　　　他 5.7 5.6 0.1 1.3

計 85.3 83.4 1.9 2.3

一般財源総額 61.5 60.4 1.2 2.0

（水準超経費除き）「一般財源」 60.2 59.4 0.7 1.2

　給 与 関 係 経 費 20.3 20.3 ▲ 0.0 ▲ 0.0

　一 般 行 政 経 費 35.1 33.2 1.8 5.5

　    う　ち　補　助　分 18.5 17.4 1.2 6.6

　    う　ち　単　独　分 14.0 14.0 0.0 0.3

　うち　地域の元気創造事業費 － 0.35 皆減 皆減

　うち　まち・ひと・しごと創生事業費(仮称) 1.0 － 皆増 皆増

　地域経済基盤強化・雇用等対策費 0.8 1.2 ▲ 0.4 ▲ 29.3

　公　債　費 13.0 13.1 ▲ 0.1 ▲ 0.9

　維　持　補　修　費 1.2 1.0 0.1 12.0

　投　資　的　経　費 11.0 11.0 ▲ 0.0 ▲ 0.0

　　 うち　緊急防災・減災事業費 0.5 0.5 0.0 0.0

　うち　公共施設等最適化事業費（仮称） 0.1 － 皆増 皆増

　そ　　　 の 　  　他 3.9 3.5 0.4 12.3

計 85.3 83.4 1.9 2.3

※精査中のものであり、今後、異動する場合がある。

※表示単位未満四捨五入の関係で積上げと合計が一致しない箇所がある。

歳
　
　
出

27年度

ＢＡ
区　　　　　　　　　分

歳
　
　
入

主な歳入歳出の概要

3



（１）復旧・復興事業 

① 震災復興特別交付税    5,898億円 （㉖   5,723 億円、＋  175億円、 ＋3.1%） 

② 規模  2兆  100億円程度（㉖1兆 9,617 億円、＋  400億円 程度、＋   2.3% 程度） 

（２）全国防災事業

直轄・補助事業  3,900億円程度（㉖   1,719 億円、＋2,200 億円程度、＋128.2%程度） 

総 務 省 自 治 財 政 局  
平成２７年１月１４日 

 

１ 通常収支分

２ 東日本大震災分  

 

① 地方財政計画の規模 85兆2,700億円程度（前年度比＋1兆9,100億円程度、＋2.3%程度）

② 地方一般歳出 69兆3,200億円程度（  同  ＋1兆5,700億円程度、＋2.3%程度） 

③ 一般財源総額 61兆5,485億円（   同   ＋1兆1,908億円、＋2.0%） 

・水準超経費除き  60兆1,685億円     （            同   ＋    7,408億円、            ＋1.2%） 

④ 地方交付税の総額      16兆7,548億円（㉖16兆8,855億円、 ▲                1,307億円、▲ 0.8%） 

⑤ 地方税及び地方譲与税   40兆1,773億円（㉖37兆7,691億円、＋2兆4,082億円、＋ 6.4%） 

⑥ 臨時財政対策債   4兆5,250億円（㉖ 5兆5,952億円、▲1兆  702億円、▲ 19.1%） 

⑦ 財源不足額   7兆8,205億円（㉖10兆5,938億円、▲2兆7,733億円、▲26.2%） 

平成 27 年度地方財政対策の概要 

Ⅰ 平成 27 年度の地方財政の姿 
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一般財源総額 61兆5,485億円（前年度比 ＋1兆1,908億円、＋2.0%） 

    一般財源（水準超経費除き）の総額 60兆 1,685 億円（ 同 ＋7,408 億円、＋1.2%） 

※ 一般財源比率（臨時財政対策債を除く一般財源総額が歳入総額に占める割合）  66.9％程度（㉖65.7％） 

   

    

地方が地方創生に取り組みつつ、安定的に財政運営を行うことができるよう、平成

27年度においては、地方交付税等の一般財源総額について、地方創生のための財源等

を上乗せして、平成26年度の水準を相当程度上回る額を確保 

・  地方公共団体が自主性・主体性を最大限発揮して地方創生に取り組み、地域の実情

に応じたきめ細かな施策を可能にする観点から、地方財政計画の歳出に「まち・ひと・

しごと創生事業費（仮称）」を創設 

・ 新規分の財源は、地方の努力により捻出し、財政健全化と地方創生の両立に配慮 

 

 

 

 

 

 

 

１ まち・ひと・しごと創生事業費（仮称）の創設             
 

 

 

 

 

 

 

〇 まち・ひと・しごと創生事業費（仮称）             1.0兆円（皆増） 

・ 既存の歳出の振替え   0.5兆円 

（地域の元気創造事業費（㉖0.35兆円）の全額、歳出特別枠（㉖1.2兆円）の一部（0.15兆円）） 

・ 新規の財源確保   0.5兆円 

法人住民税法人税割の交付税原資化に伴う偏在是正効果   0.1 兆円 

地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金の活用   0.3 兆円 

過去の投資抑制による公債費減に伴い生じる一般財源の活用  0.1 兆円 
 
※ 今後、偏在是正を更に進めること等により恒久財源を確保する方針 

 

 

 

２ 地方財源の確保                                                   
 

 

 

 

 

・地方税   37兆 4,919億円（前年度比＋2兆 4,792億円、＋ 7.1％） 

・地方譲与税   2兆 6,854億円（  同  ▲    710億円、▲ 2.6％） 

・地方交付税  16兆 7,548億円（  同  ▲  1,307億円、▲ 0.8％） 

・地方特例交付金      1,189億円（  同  ▲    3億円、▲ 0.3％） 

・臨時財政対策債   4兆 5,250億円（  同  ▲1兆       702億円、▲19.1％） 

 

Ⅱ 通常収支分 
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地方債総額      9兆5,009億円（前年度比 ▲1兆561億円、▲10.0%） 

臨時財政対策債  4兆5,250億円 （  同   ▲1兆702億円、▲19.1%） 

臨時財政対策債以外  4兆9,759億円 （  同    ＋  141億円、＋ 0.3%） 

地方交付税総額（出口ベース） 16兆7,548億円（前年度比 ▲1,307億円、▲0.8％） 

・ 交付税原資の安定性の向上・充実を図るため地方交付税の法定率を見直した上で、

総額を適切に確保 

・通常債 4兆 1,959 億円  （前年度比          ＋    141億円、＋    0.3％） 

・財源対策債 7,800 億円  （   同                                                       0     億円、                                     0.0％） 

３ 地方交付税の確保 

所得税 法人税 消費税 酒税 たばこ税 地方法人税 

現  行 ３２％ ３４％ ２２．３％ ３２％ ２５％ １００％ 

改正案 ３３．１％ ３３．１％ ２２．３％ ５０％ － １００％ 

＜参考＞ 見直しによる法定率分の増 900億円程度 

【一般会計】   15兆4,169億円 

① 地方交付税の法定率分等 13兆3,013億円 

・所得税・法人税・酒税・消費税の法定率分   13兆5,500億円 

・国税決算精算分（⑲、⑳）等   ▲2 ,486億円 

② 一般会計における加算措置  2兆1,155億円 

・折半対象以外の財源不足における補塡（既往法定分等）   4,326 億円 

・臨時財政対策特例加算  1兆  4,529  億 円 

・別枠の加算  2,300 億円 
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・ 「地方公共団体金融機構法」（平成 19年法律第 64号）附則第 14条に基づき、地方公

共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金の一部を国に帰属させ、その全額を交付税

特別会計に繰入れ(平成 27年度は 3,000億円) 

・ 平成 27年度から平成 29年度までの 3年間で総額 6,000億円以内 

・ その全額をまち・ひと・しごと創生事業費（仮称）の財源として活用 

・  まち・ひと・しごと創生及び公共施設の老朽化対策のための経費に係る歳出を重点

的に確保（3,500億円）した上で、同額を歳出特別枠（地域経済基盤強化・雇用等対

策費）から減額（実質的に前年度水準を確保） 

・  交付税の別枠加算については、地方税収の状況を踏まえて、一部を縮小しつつ、必要

な額を確保 

 

【特別会計】           1兆3,380   億円 

① 地方法人税の法定率分          4,770 億円 

② 特別会計における加算措置等         5,610 億円 

・交付税特別会計借入金償還額        ▲ 3,000 億 円 

・交付税特別会計借入金支払利子               ▲ 1,614 億円 

・交付税特別会計剰余金の活用         1,000  億円 

・平成 26年度からの繰越金         9,224 億円 

③ 地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金の活用      3,000 億円 

 

 

（参考）地方交付税の推移（兆円） 
 ⑰ ⑱ ⑲ ⑳ ㉑ ㉒ ㉓ ㉔ ㉕ ㉖ ㉗ 

地方交付税 16.9 15.9 15.2 15.4 15.8 16.9 17.4 17.5 17.1 16.9 16.8 

 

 

 

４ 地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金の活用         

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

５ 歳出特別枠・交付税の別枠加算の確保                 

 

 

 

 

 

 

〇  地域経済基盤強化・雇用等対策費        8,450 億円（㉖1 兆 1,950 億円） 

〇  別枠の加算                   2,300 億円（㉖   6,100 億円） 
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・ 一般財源総額を確保した上で、臨時財政対策債を大幅に抑制（前年度比 ▲1兆702億円） 

・ 交付税特別会計借入金を償還 3,000億円                  （  同   ＋1,000億円） 

平成27年度における財源不足 7兆8,205億円（㉖10兆5,938億円） 

    うち折半対象財源不足 2兆9,059億円（㉖ 5兆2,877億円） 

６ 財源不足の補塡                           
 

 

 
 

 

〇 平成 26年度から平成 28年度までの間において適用することとされている国と地方

の折半ルールに基づき以下のとおり財源不足を補塡 

 

 

 【折半対象以外の財源不足】       4兆 9,146億円 

① 財源対策債の発行          7,800    億円 

② 地方交付税の増額による補塡       1兆           626    億円 

・ 一般会計における加算措置（既往法定分等）      4,326    億円 

・ 別枠の加算          2,300    億円 

・ 交付税特別会計剰余金の活用        1,000    億円 

・ 地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金の活用     3,000    億円 

③ 臨時財政対策債の発行（既往債の元利償還金分等)    3兆           720    億円 

 

  【折半対象財源不足】                             2兆 9,059億円 

① 地方交付税の増額による補塡(臨時財政対策特例加算)      1兆 4,529億円 

② 臨時財政対策債の発行(臨時財政対策特例加算相当額)       1 兆 4,529億円 

 

 

 

７ 地方財政の健全化                          
 

 

 

 

 
〇 臨時財政対策債の発行額 

・折半ルール分     1兆 4,529億円（前年度比 ▲1兆 1,909億円、▲ 45.0％） 

・元利償還金分等             3兆                     720億円（               同                ＋          1,207 億円、＋           4.1％） 

 
 

 

8

908803
長方形



消費税・地方消費税の引上げに伴う社会保障の充実分等の所要額を計上 

・ 地域の医療提供体制の確保等の観点から、平成 27 年 3 月までに新たな公立病院改

革ガイドラインを策定 

・ あわせて、引き続き公立病院の再編等を推進するため、所要の地方財政措置を講じ

る 

・ 公共施設等総合管理計画に基づき実施する公共施設の集約化・複合化、転用、除

却のために必要な経費として地方財政計画の投資的経費に「公共施設等最適化事業

費（仮称）」を計上 

・ 公共施設等の維持補修費を増額 

８ 公共施設の老朽化対策の推進 

 

〇 公共施設等最適化事業費（仮称） 1,000 億円（皆増） 

〇 維持補修費 1兆 1,600 億円程度（＋1,200 億円程度、㉖1兆 357 億円） 

９ 平成 27 年度の社会保障の充実 

〇 社会保障の充実分等の事業費（公費負担） 

・社会保障の充実分  1 兆 3,517 億円（㉖4,962 億円） 

・社会保障４経費の公経済負担増分 3,537 億円（㉖2,318 億円） 

１０ 公立病院改革の推進 
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地方の復旧・復興事業費及びその財源については、通常収支とは別枠で整理した上

で震災復興特別交付税を確保 

東日本大震災の教訓を踏まえて実施する全国防災事業（直轄・補助事業）を3,900

億円程度計上 

 

１ 震災復興特別交付税 

 〇 震災復興特別交付税     5,898億円 

 （前年度比 ＋ 175 億円、＋ 3.1％） 

〇 震災復興特別交付税により措置する財政需要 

① 直轄・補助事業の地方負担分 4,215億円 

② 地方単独事業分 953   億円 

・単独災害復旧事業 396    億円 

・中長期職員派遣、職員採用等 557      億 円 

③ 地方税等の減収分 730   億円 

・地方税法等に基づく特例措置分  618   億 円 

・条例減免分  112   億円 

※ 震災復興特別交付税の平成 23～27 年度分の累計額は 3兆 9,126 億円 

２ 全国防災事業 

    

                 

Ⅲ 東日本大震災分 
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○ 地方公共団体が自主性・主体性を最大限発揮して地方創生に取り組み、地域

の実情に応じたきめ細かな施策を可能にする観点から、地方財政計画の歳出に

「まち・ひと・しごと創生事業費（仮称）」（１．０兆円）を計上

１． まち・ひと・しごと創生事業費（仮称）１．０兆円の財源

(1) 既存の歳出の振替え（0.5兆円）

・ 地域の元気創造事業費（㉖0.35兆円）の全額

・ 地域経済基盤強化・雇用等対策費（㉖1.2兆円）の一部（0.15兆円）

(2) 新規の財源確保（0.5兆円）

・ 法人住民税法人税割の交付税原資化に伴う偏在是正効果 0.1兆円

・ 地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金の活用 0.3兆円

・ 過去の投資抑制による公債費減に伴い生じる一般財源の活用 0.1兆円

※今後、偏在是正を更に進めること等により恒久財源を確保する方針

まち・ひと・しごと創生の推進

・ 普通交付税において、各地方公共団体がまち・ひと・しごと創生に取り組むため

の財政需要を、既存の「地域の元気創造事業費」（㉖創設）及び新たに創設する

「人口減少等特別対策事業費（仮称）」により算定

・ 「人口減少等特別対策事業費（仮称）」の算定に当たっては、人口を基本とした

上で、まち・ひと・しごと創生の「取組の必要度」及び「取組の成果」を反映

・「地域の元気創造事業費」については、現行の算定方法を基本的に継続

２． 地方交付税における算定

取組の必要度
（現状の指標が悪い団体に割増し）

取組の成果
（指標を改善させた団体に割増し）

・人口増減率

・転入者人口比率

・転出者人口比率

・年少者人口比率

・自然増減率

・若年者就業率

・女性就業率

・有効求人倍率

・一人当たり各産業の売上高(*)

・人口増減率

・転入者人口比率

・転出者人口比率

・年少者人口比率

・自然増減率

・若年者就業率

・女性就業率

(*) 第一次産業（農業）産出額、製造品出荷額、小売業年間商品販売額、卸売業年間商品販売額の合計

（ 「人口減少等特別対策事業費（仮称）」の算定に用いる指標案）
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１．地方財政計画への計上

（１）公共施設等最適化事業費（仮称）の創設

公共施設等総合管理計画に基づき実施する公共施設の集約化・複合化、転
用、除却のために必要な経費として、「公共施設等最適化事業費（仮称）」
を計上（1,000億円（皆増））

（２）維持補修費の増額

公共施設等の維持補修費について、地方公共団体の決算の状況等を踏まえ、
増額（11,600億円程度（＋1,200億円程度））

２．地方財政措置

（１）集約化・複合化事業に係る地方債措置（公共施設最適化事業債（仮称））
の創設

【対象】
公共施設等総合管理計画に基づいて実施される既存の公共施設の集約

化・複合化事業であって、全体として延床面積が減少するもの（庁舎等の
公用施設や公営住宅、公営企業施設等は対象外）

【充当率等】
・充当率：90％、交付税算入率：50％
・期間：平成29年度まで
・平成27年度地方債計画計上額：410億円（事業費ベース：450億円）

（２）転用事業に係る地方債措置の創設（地域活性化事業債の拡充）

【対象】
公共施設等総合管理計画に基づいて実施される既存の公共施設等の転用

事業（転用後の施設が庁舎等の公用施設、公営住宅、公営企業施設等であ
る場合は対象外）

【充当率等】
・充当率：90％、交付税算入率：30％
・期間：平成29年度まで
・平成27年度地方債計画計上額：90億円（事業費ベース：100億円）

（３）公共施設等の除却についての地方債の特例措置（平成26年度創設、継続）

・充当率：75％（資金手当）

・平成27年度地方債計画計上額：340億円（事業費ベース：450億円）

公共施設等の老朽化対策に要する経費について、地方財政計画に所要の歳出
を計上するとともに、集約化・複合化等に対する地方財政措置を充実。

公共施設の老朽化対策の推進
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平成２７年度の社会保障の充実について

平成２７年度においては、消費税・地方消費税の引上げによる増収分を活用して、

・ 子ども・子育て支援新制度の実施（「量的拡充」及び「質の改善」）

・ 地域医療介護総合確保基金の増額及び介護報酬の見直しによる介護職員の処遇改善

・ 国民健康保険の財政基盤強化のための保険者支援の拡充

などの措置を講じることとしており、当該措置に係る地方負担額（６，５５４億円（前年度比

＋３，８４１億円））について地方財政措置を講じることとしている。

「持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律」（平成25年法律第
112号）に基づく社会保障制度改革として、国民健康保険の改革を含む医療保険制度改革法案
が平成27年常会に提出予定。

※計数は精査中。四捨五入の関係で合計と内訳が一致しない場合がある。
平成２７年度社会保障の充実の項目

○少子化対策 公費負担：５，１８９億円（国：２，３９２億円、地方：２，７９７億円） （前年度比＋２，１２９億円）

（前年度公費負担：３，０６０億円（国：１，４４４億円、地方：１，６１６億円））

○医療・介護 公費負担：８，４１０億円（国：４，３７４億円、地方：４，０３６億円）（前年度比＋６，５１８億円）

（前年度公費負担：１，８９２億円（国： ７９５億円、地方：１，０９７億円））

○年金 公費負担：２０億円（国：２０億円）（前年度比＋１０億円）

（前年度公費負担：１０億円（国：１０億円））

・量的拡充（待機児童解消加速化プランの推進等） 公費負担:3,097億円（国:1,277億円、地方:1,820億円）

・質の改善（職員配置の改善、職員給与の改善等） 公費負担:2,030億円（国:1,059億円、地方: 971億円）

【主な項目】

【主な項目】

（医療、国保関係）

・地域医療介護総合確保基金（医療分） 公費負担:  904億円（国:  602億円、地方:301億円）

・国保の保険者支援の拡充 公費負担:1,864億円（国:1,032億円、地方:832億円）

（介護関係）

・地域医療介護総合確保基金（介護分） 公費負担:  724億円（国:  483億円、地方:241億円）

・介護報酬の見直し（介護職員の処遇改善等） 公費負担:1,051億円（国:  531億円、地方:520億円）

・地域包括ケアシステムの充実等の地域支援事業の拡充 公費負担:  236億円（国:  118億円、地方:118億円）

・介護保険の１号保険料の低所得者軽減強化 公費負担:  221億円（国:  110億円、地方:110億円）

＜その他、社会保障４経費の公経済負担増分（地方分）として、８８５億円がある。＞

社会保障の充実の合計（※） 公費負担：１３，５１７億円（国：６，９６３億円、地方：６，５５４億円）
（前年度公費負担：４，９６２億円（国：２，２４９億円、地方：２，７１３億円））

（※）簡素な給付措置（臨時福祉給付金）及び重点化・効率化による財政効果分を含む。

※財政安定化基金造成分含む
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○ 平成27年３月までに、新たな公立病院改革ガイドラインを策定する予定。

○ 再編・ネットワーク化への財政措置の重点化など、地方財政措置を見直し。

公立病院改革の推進

(1) 策定時期

【現在】 【来年度以降】

○ Ｈ27年３月までに、新たな公立病院改革ガイドラインを策定する予定

※ 厚労省の地域医療構想のガイドライン策定（Ｈ27年３月までに策定）と連携しつつ策定

(2) 内容の方向性

○ 地方公共団体に対し、新たな公立病院改革プランの策定を要請

○ 都道府県の策定する地域医療構想を踏まえ、公立病院が果たすべき役割を明確化
するとともに、経営効率化や病院間の再編等を推進

(1) 公立病院の新設・建替等に対する地方交付税措置の見直し

① 再編・ネットワーク化に伴う整備への財政措置の重点化

30％地方交付税措置

通常の整備 ・・・・・・・・・ 25％地方交付税措置

再編・ネットワーク化に伴う整備
・・・・・・ 40％地方交付税措置

② 都道府県の役割の強化

公立病院の新設・建替等に当たっては、医療介護総合確保推進法に基づき地域
の医療提供体制の確保にこれまで以上に大きな役割・責任を有する都道府県の十
分なチェックを踏まえて、適当と認められるものに対し地方交付税措置を行う。

③ 建築単価の見直し

地方交付税措置の対象となる建築単価の上限を、最近の建設費の状況を踏まえ、
30万円/㎡から36万円/㎡に引き上げる。

(2) その他

公立病院の運営費に係る地方交付税措置（病床当たり単価：㉖ 707千円）の算定
基礎を、許可病床数から稼働病床数に見直す等、所要の見直し。

１ 新たなガイドラインの策定

２ 地方財政措置の見直し

公立病院の再編・ネットワーク化に係る施設・設備の整備について、病院事業債
（特別分）を創設し、その元利償還金の40％について地方交付税措置を講じる。

※ 地方交付税措置については、病床割を廃止し事業割に統一。
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（単位：億円）

平成27年度
（見込）

平成26年度

① 852,700 833,607

② 374,919 350,127

③ 26,854 27,564

④ 1,189 1,192

⑤ 167,548 168,855

⑥ 95,009 105,570

う ち 臨 時 財 政 対 策 債 ⑦ 45,250 55,952

⑧ ▲ 275 ▲ 113

615,485 603,577

66.9% 65.7%

11.1% 12.7%

区分

歳 入 合 計

地 方 税

地 方 譲 与 税

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

地 方 債

全 国 防 災 事 業
一 般 財 源 充 当 分

〇 交付税特別会計借入金残高  32.8兆円（平成27年度末見込み）
　※平成26年度末見込み　33.1兆円

主
な
地
方
財
政
関
係
指
標

一般財源総額　②＋③＋④＋⑤＋⑦＋⑧

一般財源比率

地方債依存度　

〇 地方の借入金残高   　199兆円程度（平成27年度末見込み）
　（東日本大震災分を含む）

　※平成26年度末見込み　201兆円程度

②＋③＋④＋⑤＋⑧
①

程度

⑥
①

主な地方財政指標積算基礎（通常収支分）

（参考）

程度

程度
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374,919 億円 350,127 億円 7.1 ％

26,854 億円 27,564 億円 ▲ 2.6 ％

1,189 億円 1,192 億円 ▲ 0.3 ％

167,548 億円 168,855 億円 ▲ 0.8 ％

95,009 億円 105,570 億円 ▲ 10.0 ％

う ち 臨 時 財 政 対 策 債 45,250 億円 55,952 億円 ▲ 19.1 ％

▲ 275 億円 ▲ 113 億円 143.4 ％

約 852,700 億円 833,607 億円 約 2.3 ％

615,485 億円 603,577 億円 2.0 ％

601,685 億円 594,277 億円 1.2 ％

約 203,400 億円 203,414 億円 約 ▲ 0.0 ％

退 職 手 当 以 外 約 185,300 億円 184,803 億円 約 0.3 ％

退 職 手 当 約 18,100 億円 18,611 億円 約 ▲ 3.0 ％

約 350,600 億円 332,194 億円 約 5.5 ％

う ち 補 助 分 約 185,500 億円 173,976 億円 約 6.6 ％

う ち 単 独 分 約 140,000 億円 139,536 億円 約 0.3 ％

う ち 地 域 の 元 気 創 造 事 業 費 － 億円 3,500 億円 皆減

うちまち・ひと・しごと創生事業費（仮称） 10,000 億円 － 億円 皆増

8,450 億円 11,950 億円 ▲ 29.3 ％

約 129,500 億円 130,745 億円 約 ▲ 0.9 ％

約 11,600 億円 10,357 億円 約 12.0 ％

約 110,000 億円 110,035 億円 約 ▲ 0.0 ％

う ち 補 助 分 約 57,300 億円 57,756 億円 約 ▲ 0.9 ％

う ち 単 独 分 約 52,800 億円 52,279 億円 約 0.9 ％

う ち 緊 急 防 災 ・ 減 災 事 業 費 5,000 億円 5,000 億円 －

う ち 公 共 施 設 等 最 適 化 事 業 費 （ 仮 称 ） 1,000 億円 － 億円 皆増

約 25,400 億円 25,612 億円 約 ▲ 0.8 ％

う ち 企 業 債 償 還 費 普 通 会 計 負 担 分 約 16,200 億円 16,132 億円 約 0.7 ％

13,800 億円 9,300 億円 48.4 ％

約 852,700 億円 833,607 億円 約 2.3 ％

約 838,900 億円 824,307 億円 約 1.8 ％

約 693,200 億円 677,430 億円 約 2.3 ％

平成26年度
増減率

（見込）

歳
　
　
　
　
入

地 方 税

地 方 譲 与 税

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

地 方 債

維 持 補 修 費

１．平成27年度地方財政収支見通しの概要（通常収支分）

歳 出 合 計

（ 水 準 超 経 費 を 除 く ）

地 方 一 般 歳 出

(注) 本表は、地方公共団体の予算編成のための目安として作成したものであり、計数は精査の結果、異動する場合がある。

公 債 費

投 資 的 経 費

公 営 企 業 繰 出 金

水 準 超 経 費

全 国 防 災 事 業
一 般 財 源 充 当 分

歳 入 合 計

「 一 般 財 源 」

（ 水 準 超 経 費 を 除 く ）

歳
　
　
　
　
出

給 与 関 係 経 費

一 般 行 政 経 費

地 域 経 済 基 盤 強 化 ・
雇 用 等 対 策 費

項　　　　　目
平成27年度
（見込）
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5,898 億円 5,723 億円 3.1 ％

約 13,700 億円 13,353 億円 約 2.7 ％

355 億円 455 億円 ▲ 22.0 ％

約 20,100 億円 19,617 億円 約 2.3 ％

約 18,000 億円 17,368 億円 約 3.8 ％

1,683 億円 2,004 億円 ▲ 16.0 ％

うち地方税等の減収分見合い歳出 730 億円 919 億円 ▲ 20.6 ％

約 20,100 億円 19,617 億円 約 2.3 ％

（注）本表は、地方公共団体の予算編成のための目安として作成したものであり、計数は精査の結果、異動する場合がある。

（２）　全国防災事業

708 億円 679 億円 4.3 ％

275 億円 113 億円 143.4 ％

約 1,500 億円 736 億円 約 107.1 ％

2,397 億円 983 億円 143.8 ％

1 億円 10 億円 ▲ 90.0 ％

約 4,900 億円 2,521 億円 約 94.6 ％

約 3,900 億円 1,719 億円 約 128.2 ％

983 億円 802 億円 22.6 ％

約 4,900 億円 2,521 億円 約 94.6 ％

（注）本表は、地方公共団体の予算編成のための目安として作成したものであり、計数は精査の結果、異動する場合がある。

歳
　
　
入

震 災 復 興 特 別 交 付 税

国 庫 支 出 金

地 方 債

計

２．平成27年度地方財政収支見通しの概要（東日本大震災分）

（１）　復旧・復興事業

項　　　　　目
平成27年度
（見込）

平成26年度
増減率
(見込)

項　　　　　目
平成27年度
（見込）

平成26年度
増減率
(見込)

歳
　
　
出

直 轄 ・ 補 助 事 業 費

地 方 単 独 事 業 費

計

歳
　
　
入

地 方 税

一 般 財 源 充 当 分

国 庫 支 出 金

地 方 債

雑 収 入

計

歳
　
　
出

全 国 防 災 対 策 費 に 係 る
直 轄 ・ 補 助 事 業 費

公 債 費

計
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（ 参 考 ）

375,627 億円 350,806 億円 7.1 ％

26,854 億円 27,564 億円 ▲ 2.6 ％

1,189 億円 1,192 億円 ▲ 0.3 ％

173,446 億円 174,578 億円 ▲ 0.6 ％

167,548 億円 168,855 億円 ▲ 0.8 ％

5,898 億円 5,723 億円 3.1 ％

97,761 億円 107,008 億円 ▲ 8.6 ％

45,250 億円 55,952 億円 ▲ 19.1 ％

約 877,700 億円 855,745 億円 約 2.6 ％

622,366 億円 610,092 億円 2.0 ％

約 203,400 億円 203,414 億円 約 ▲ 0.0 ％

退 職 手 当 以 外 約 185,300 億円 184,803 億円 約 0.3 ％

退 職 手 当 約 18,100 億円 18,611 億円 約 ▲ 3.0 ％

約 350,600 億円 332,194 億円 約 5.5 ％

う ち 補 助 分 約 185,500 億円 173,976 億円 約 6.6 ％

う ち 単 独 分 約 140,000 億円 139,536 億円 約 0.3 ％

う ち 地 域 の 元 気 創 造 事 業 費 － 億円 3,500 億円 皆減

うちまち・ひと・しごと創生事業費（仮称） 10,000 億円 － 億円 皆増

8,450 億円 11,950 億円 ▲ 29.3 ％

約 129,500 億円 130,745 億円 約 ▲ 0.9 ％

約 11,600 億円 10,357 億円 約 12.0 ％

約 110,000 億円 110,035 億円 約 ▲ 0.0 ％

う ち 補 助 分 約 57,300 億円 57,756 億円 約 ▲ 0.9 ％

う ち 単 独 分 約 52,800 億円 52,279 億円 約 0.9 ％

う ち 緊 急 防 災 ・ 減 災 事 業 費 5,000 億円 5,000 億円 －

う ち 公 共 施 設 等 最 適 化 事 業 費 （ 仮 称） 1,000 億円 － 億円 皆増

約 25,400 億円 25,612 億円 約 ▲ 0.8 ％

うち企業債償還費普通会計負担分 約 16,200 億円 16,132 億円 約 0.7 ％

13,800 億円 9,300 億円 48.4 ％

約 20,100 億円 19,617 億円 約 2.3 ％

約 4,900 億円 2,521 億円 約 94.6 ％

約 877,700 億円 855,745 億円 約 2.6 ％
約 ％
約 717,000 億円 698,681 億円 約 2.6 ％

（注）本表は、地方公共団体の予算編成のための目安として作成したものであり、計数は精査の結果、異動する場合がある。

平成27年度地方財政収支見通しの概要
（通常収支分と東日本大震災分の合計）

項　　　　　目
平成27年度
（見込）

平成26年度
増減率

（見込）

震 災 復 興 特 別 交 付 税 以 外

震 災 復 興 特 別 交 付 税

地 方 債

歳
　
　
　
　
入

地 方 税

地 方 譲 与 税

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

歳
　
　
　
　
出

通
　
常
　
収
　
支
　
分

給 与 関 係 経 費

一 般 行 政 経 費

う ち 臨 時 財 政 対 策 債

歳 入 合 計

地 域 経 済 基 盤 強 化 ・
雇 用 等 対 策 費

「 一 般 財 源 」

公 営 企 業 繰 出 金

水 準 超 経 費

公 債 費

維 持 補 修 費

投 資 的 経 費

歳 出 合 計

（ 水 準 超 経 費 を 除 く ）

地 方 一 般 歳 出

東

日

本

大

震

災

分

復 旧 ・ 復 興 事 業 費

全 国 防 災 事 業 費
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（ 参 考 １ ）

地方財政計画の伸び率等の推移 （単位：％）

対 前 年 度 伸 び 率
年 度

地方財政計画 地方一般歳出 地 方 税 地 方 交 付 税

昭和５５年度 ７．３ ６．０ １６．５ ５．０

５６ ７．０ ５．５ １３．４ ７．９

５７ ５．６ ４．５ １１．７ ７．０

５８ ０．９ ０．２ ▲ ０．１ ▲ ４．９

５９ １．７ ０．３ ６．８ ▲ ３．９

６０ ４．６ ３．５ １０．６ １０．９

６１ ４．６ ４．３ ６．９ ４．０

６２ ２．９ ２．９ ０．６ ０．６

６３ ６．３ ５．７ ９．４ ７．５

平成 元 年度 ８．６ ７．１ ８．１ １７．３

２ ７．０ ６．７ ７．５ １０．３

３ ５．６ ７．４ ６．１ ７．９

４ ４．９ ５．９ ４．１ ５．７

５ ２．８ ４．４ １．６ ▲ １．６

６ ３．６ ４．６ ▲ ５．７ ０．４

７ ４．３ ３．６ ３．６ ４．２

８ ３．４ ２．３ ０．１ ４．３

９ ２．１ ０．９ ９．６ １．７

１０ ０．０ ▲１．６ ３．９ ２．３

１１ １．６ １．８ ▲ ８．３ １９．１

１２ ０．５ ▲０．９ ▲ ０．７ ２．６

１３ ０．４ ▲０．６ １．５ ▲ ５．０

１４ ▲１．９ ▲３．３ ▲ ３．７ ▲ ４．０

１５ ▲１．５ ▲２．０ ▲ ６．１ ▲ ７．５

１６ ▲１．８ ▲２．３ ０．５ ▲ ６．５

１７ ▲１．１ ▲１．２ ３．１ ０．１

１８ ▲０．７ ▲１．２ ４．７ ▲ ５．９

１９ ▲０．０ ▲１．１ １５．７ ▲ ４．４

（ ６．５ ）

２０ ０．３ ０．０ ０．２ １．３

２１ ▲１．０ ０．７ ▲１０．６ ２．７

２２ ▲０．５ ０．２ ▲１０．２ ６．８

２３ ０．５ ０．８ ２．８ ２．８

２４ ▲０．８ ▲０．６ ０．８ ０．５

２５ ０．１ ▲０．１ １．１ ▲ ２．２

２６ １．８ ２．０ ２．９ ▲ １．０

２７ ２．３ ２．３ ７．１ ▲ ０．８

（注１）（ ）内は、税源移譲分を除いた伸率(平成18年度の地方税に所得譲与税を含めて伸率を算出)

である。

（注２）平成24年度以降は通常収支分の伸率である。
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( 参 考 ２ )

地 方 債 等 関 係 資 料
地 方 債 対 前 年 度 地 方 債 地方の借入金

年 度 計 画 額 増 減 額 依 存 度 残 高

（億円) （億円) （％) （兆円)

昭和５５年度 ４４，２７６ ▲４，７３１ １０．６ ３９

５６ ４２，７００ ▲１，５７６ ９．６ ４３

５７ ３８，１００ ▲４，６００ ８．１ ４７

５８ ５０，０１１ １１，９１１ １０．５ ５２

５９ ４７，６０２ ▲２，４０９ ９．９ ５５

６０ ３９，５００ ▲８，１０２ ７．８ ５７

６１ ４４，２９０ ４，７９０ ８．４ ６１

６２ ５３，９００ ９，６１０ ９．９ ６４

６３ ６０，４８１ ６，５８１ １０．４ ６６

平成 元 年度 ５５，５９２ ▲４，８８９ ８．８ ６６

２ ５６，２４１ ６４９ ８．４ ６７

３ ５６，１０７ ▲１３４ ７．９ ７０

４ ５１，４００ ▲４，７０７ ６．９ ７９

５ ６２，２５４ １０，８５４ ８．１ ９１

６ １０３，９１５ ４１，６６１ １３．１ １０６

７ １１３，０５４ ９，１３９ １３．７ １２５

８ １２９，６２０ １６，５６６ １５．２ １３９

９ １２１，２８５ ▲８，３３５ １３．９ １５０

１０ １１０，３００ ▲１０，９８５ １２．７ １６３

１１ １１２，８０４ ２，５０４ １２．７ １７４

１２ １１１，２７１ ▲１，５３３ １２．５ １８１

１３ １１９，１０７ ７，８３６ １３．３ １８８

１４ １２６，４９３ ７，３８６ １４．４ １９３

１５ １５０，７１８ ２４，２２５ １７．５ １９８

１６ １４１，４４８ ▲９，２７０ １６．７ ２０１

１７ １２２，６１９ ▲１８，８２９ １４．６ ２０１

１８ １０８，１７４ ▲１４，４４５ １３．０ ２００

１９ ９６，５２９ ▲１１，６４５ １１．６ １９９

２０ ９６，０５５ ▲４７４ １１．５ １９７

２１ １１８，３２９ ２２，２７４ １４．３ １９９

２２ １３４，９３９ １６，６１０ １６．４ ２００

２３ １１４，７７２ ▲２０，１６７ １３．９ ２００

２４ １１１，６５４ ▲３，１１８ １３．６ ２０１

２５ １１１，５１７ ▲１３７ １３．６ ２０１

２６ １０５，５７０ ▲５，９４７ １２．７ ２０１程度

（見込）

２７ ９５，００９ ▲１０，５６１ １１．１ １９９程度

（見込）
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平 成 ２７ 年 度

地   方   債   計   画

総  務  省
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 （単位：億円、％）

１ 16,389 16,473 △ 84 △ 0.5

２ 1,126 1,132 △ 6 △ 0.5

３ 647 502 145 28.9

４ 3,359 3,487 △ 128 △ 3.7

1,232 1,240 △ 8 △ 0.6

376 379 △ 3 △ 0.8

649 653 △ 4 △ 0.6

562 665 △ 103 △ 15.5

540 550 △ 10 △ 1.8

５ 20,543 20,047 496 2.5

4,351 4,355 △ 4 △ 0.1

490 400 90 22.5

871 871 0 0.0

3,221 3,221 0 0.0

6,200 6,200 0 0.0

5,000 5,000 0 0.0

410 - 410 皆増

６ 4,565 4,010 555 13.8

465 410 55 13.4

4,100 3,600 500 13.9

７ 345 430 △ 85 △ 19.8

８ 1,000 1,700 △ 700 △ 41.2

９ 100 100 0 0.0

48,074 47,881 193 0.4

１ 4,334 3,987 347 8.7

２ 178 210 △ 32 △ 15.2

３ 1,786 1,789 △ 3 △ 0.2

４ 164 228 △ 64 △ 28.1

５ 544 596 △ 52 △ 8.7

６ 4,116 4,123 △ 7 △ 0.2

７ 2,096 449 1,647 366.8

８ 805 1,083 △ 278 △ 25.7

９ 10,981 11,093 △ 112 △ 1.0

10 114 110 4 3.6

25,118 23,668 1,450 6.1

73,192 71,549 1,643 2.3

計

合 計

港 湾 整 備 事 業

病院事業・介護サービス事業

市 場 事 業 ・ と 畜 場 事 業

地 域 開 発 事 業

下 水 道 事 業

観 光 そ の 他 事 業

二 公 営 企 業 債

水 道 事 業

工 業 用 水 道 事 業

交 通 事 業

電 気 事 業 ・ ガ ス 事 業

（2） 過 疎 対 策

公 共 用 地 先 行 取 得 等 事 業

行 政 改 革 推 進

調 整

計

（5） 旧 合 併 特 例

辺 地 及 び 過 疎 対 策 事 業

（1） 辺 地 対 策

（7） 公 共 施 設 最 適 化

（6） 緊 急 防 災 ・ 減 災

（2） 地 域 活 性 化

（3） 防 災 対 策

（4） 地 方 道 路 等

（4） 一 般 補 助 施 設 等

（5） 施 設 （ 一 般 財 源 化 分 ）

一 般 単 独 事 業

（1） 一 般

一 般 廃 棄 物 処 理

計画額 (B)

教育・福祉施設等整備事業

（1） 学 校 教 育 施 設 等

（2） 社 会 福 祉 施 設

災 害 復 旧 事 業

（3）

平成２７年度地方債計画

(C)/(B)×100

一 一 般 会 計 債

公 共 事 業 等

公 営 住 宅 建 設 事 業

（ 通 常 収 支 分 ）

項 目
平成27年度 平成26年度 差 引 増 減 率

計画額 (A) (A)-(B) (C)
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 （単位：億円、％）

 三 45,250 55,952 △ 10,702 △ 19.1

800 800 0 0.0

( 345 ) ( 740 ) (△ 395 ) ( △ 53.4 )

( 345 ) ( 740 ) (△ 395 ) ( △ 53.4 )

119,242 128,301 △ 9,059 △ 7.1

  95,009 105,570 △ 10,561 △ 10.0

  24,233 22,731 1,502 6.6

資  金  区  分

49,578 53,504 △ 3,926 △ 7.3

30,381 33,333 △ 2,952 △ 8.9

19,197 20,171 △ 974 △ 4.8

( ) ( 345 ) ( 740 ) (△ 395 ) ( △ 53.4 )

69,664 74,797 △ 5,133 △ 6.9

40,000 42,600 △ 2,600 △ 6.1

29,664 32,197 △ 2,533 △ 7.9

１

２

３

（備　考）

　財政再生団体が発行する再生振替特例債

　国の予算等貸付金債の（　）書は、災害援護資金貸付金などの国の予算等に基づく貸付金を財源とする
ものであって外書である。

銀 行 等 引 受

　資金区分の変更等を行う場合において発行する借換債

　地方税等の減収が生じることとなる場合において発行する減収補塡債

その他同意等の見込まれる項目

地方公共団体金融機構資金

国 の 予 算 等 貸 付 金

民 間 等 資 金

市 場 公 募

国 の 予 算 等 貸 付 金 債

総 計

内 普 通 会 計 分

公 的 資 金

財 政 融 資 資 金

訳 公 営 企 業 会 計 等 分

臨 時 財 政 対 策 債

四 退 職 手 当 債

 五

項 目
平成27年度 平成26年度 差 引 増 減 率

計画額 (A) 計画額 (B) (A)-(B) (C) (C)/(B)×100
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(１) 復旧・復興事業
 （単位：億円、％）

一般会計債

　　公営住宅建設事業 345 440 △ 95 △ 21.6

　　災害復旧事業 33 42 △ 9 △ 21.4

　　一般単独事業 10 15 △ 5 △ 33.3

公営企業債

　　水道事業 2 2 0 0.0

　　病院事業・介護サービス事業 1 5 △ 4 △ 80.0

　　市場事業・と畜場事業 2 4 △ 2 △ 50.0

　　下水道事業 17 20 △ 3 △ 15.0

被災施設借換債 15 15 0 0.0

国の予算等貸付金債 ( 20 ) ( 30 ) ( △ 10 ) ( △ 33.3 )

( 20 ) ( 30 ) ( △ 10 ) ( △ 33.3 )

425 543 △ 118 △ 21.7

355 455 △ 100 △ 22.0

70 88 △ 18 △ 20.5

290 369 △ 79 △ 21.4

135 174 △ 39 △ 22.4

( 20 ) ( 30 ) ( 10 ) ( △ 33.3 )

(２) 全国防災事業
 （単位：億円、％）

一般会計債

　　全国防災事業 2,397 983 1,414 143.8

2,397 983 1,414 143.8

2,397 983 1,414 143.8

2,019 828 1,191 143.8

378 155 223 143.9

( 国 の 予 算 等 貸 付 金 )

財 政 融 資 資 金

普 通 会 計 分内
訳

公 的 資 金

公 営 企 業 会 計 等 分

地方公共団体金融機構資金

総 計

計 画 額 (A)

平 成 27 年 度 平 成 26 年 度

計 画 額 (B) (C)/(B)×100
項 目

（備　考）
　　国の予算等貸付金債の（　）書は、国の予算等に基づく貸付金を財源とするものであって外書である。

　２　上記以外の公営企業の事業区分において発行する震災減収対策企業債

項 目

　　その他同意等の見込まれる項目

平成２７年度地方債計画

（ 東 日 本 大 震 災 分 ）

差 引 増 減 率

(A)-(B) (C)

平 成 27 年 度

財 政 融 資 資 金

内
訳

普 通 会 計 分

総 計

資
金
区
分

　１　上記以外の公営企業の事業区分において東日本大震災復興特別会計予算に係る復興交付金等を受けて事
　　業を実施する場合に発行する公営企業債

計 画 額 (B)

増 減 率差 引平 成 26 年 度

(A)-(B) (C) (C)/(B)×100

　　　東日本大震災復興特別会計予算に係る国庫支出金を受けて事業を実施する場合に発行する公営企業債

計 画 額 (A)

資
金
区
分

公 的 資 金

　　その他同意等の見込まれる項目

地方公共団体金融機構資金
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（参考）

 （単位：億円、％）

１ 16,389 16,473 △ 84 △ 0.5

２ 1,471 1,572 △ 101 △ 6.4

３ 680 544 136 25.0

４ 2,397 983 1,414 143.8

５ 3,359 3,487 △ 128 △ 3.7

1,232 1,240 △ 8 △ 0.6

376 379 △ 3 △ 0.8

649 653 △ 4 △ 0.6

562 665 △ 103 △ 15.5

540 550 △ 10 △ 1.8

６ 20,553 20,062 491 2.4

4,361 4,370 △ 9 △ 0.2

490 400 90 22.5

871 871 0 0.0

3,221 3,221 0 0.0

6,200 6,200 0 0.0

5,000 5,000 0 0.0

410 - 410 皆増

７ 4,565 4,010 555 13.8

465 410 55 13.4

4,100 3,600 500 13.9

８ 345 430 △ 85 △ 19.8

９ 1,000 1,700 △ 700 △ 41.2

10 100 100 0 0.0

50,859 49,361 1,498 3.0

１ 4,336 3,989 347 8.7

２ 178 210 △ 32 △ 15.2

３ 1,786 1,789 △ 3 △ 0.2

４ 164 228 △ 64 △ 28.1

５ 544 596 △ 52 △ 8.7

６ 4,117 4,128 △ 11 △ 0.3

７ 2,098 453 1,645 363.1

８ 805 1,083 △ 278 △ 25.7

９ 10,998 11,113 △ 115 △ 1.0

10 114 110 4 3.6

25,140 23,699 1,441 6.1

75,999 73,060 2,939 4.0

（7） 公 共 施 設 最 適 化 事 業

辺 地 及 び 過 疎 対 策 事 業

（1） 辺 地 対 策

（2） 過 疎 対 策

災 害 復 旧 事 業

一 般 単 独 事 業

（2） 社 会 福 祉 施 設

（3）

計画額 (A)

一 般 補 助 施 設 等

施 設 （ 一 般 財 源 化 分 ）

(A)-(B) (C)

教育・福祉施設等整備事業

（4）

（1）

一 一 般 会 計 債

公 共 事 業 等

公 営 住 宅 建 設 事 業

一 般 廃 棄 物 処 理

平成２７年度地方債計画

項 目
平成27年度 平成26年度 差 引 増 減 率

(C)/(B)×100

（通常収支分と東日本大震災分の合計）

計画額 (B)

（1） 一 般

学 校 教 育 施 設 等

全 国 防 災 事 業

（2） 地 域 活 性 化

（5）

（3） 防 災 対 策

（5） 旧 合 併 特 例

（4） 地 方 道 路 等

公 共 用 地 先 行 取 得 等 事 業

行 政 改 革 推 進

調 整

計

二 公 営 企 業 債

水 道 事 業

工 業 用 水 道 事 業

交 通 事 業

電 気 事 業 ・ ガ ス 事 業

下 水 道 事 業

観 光 そ の 他 事 業

港 湾 整 備 事 業

病院事業・介護サービス事業

計

合 計

市 場 事 業 ・ と 畜 場 事 業

地 域 開 発 事 業

（6） 緊 急 防 災 ・ 減 災
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 （単位：億円、％）

 三 15 15 0 0.0

 四 45,250 55,952 △ 10,702 △ 19.1

800 800 0 0.0

( 365 ) ( 770 ) (△ 405 ) ( △ 52.6 )

( 365 ) ( 770 ) (△ 405 ) ( △ 52.6 )

122,064 129,827 △ 7,763 △ 6.0

  97,761 107,008 △ 9,247 △ 8.6

  24,303 22,819 1,484 6.5

資  金  区  分

52,400 55,030 △ 2,630 △ 4.8

32,690 34,530 △ 1,840 △ 5.3

19,710 20,500 △ 790 △ 3.9

( ) ( 365 ) ( 770 ) (△ 405 ) ( △ 52.6 )

69,664 74,797 △ 5,133 △ 6.9

40,000 42,600 △ 2,600 △ 6.1

29,664 32,197 △ 2,533 △ 7.9

１

２

３

（備　考）

増 減 率

計画額 (A) (A)-(B) (C)
項 目

平成27年度 平成26年度 差 引

臨 時 財 政 対 策 債

五 退 職 手 当 債

被 災 施 設 借 換 債

内 普 通 会 計 分

訳

財 政 融 資 資 金

地方公共団体金融機構資金

国 の 予 算 等 貸 付 金

計画額 (B) (C)/(B)×100

公 的 資 金

六 国 の 予 算 等 貸 付 金 債

総 計

銀 行 等 引 受

その他同意等の見込まれる項目

公 営 企 業 会 計 等 分

民 間 等 資 金

市 場 公 募

　資金区分の変更等を行う場合において発行する借換債

　地方税等の減収が生じることとなる場合において発行する減収補塡債

　財政再生団体が発行する再生振替特例債

　国の予算等貸付金債の（　）書は、災害援護資金貸付金などの国の予算等に基づく貸付金を財源とす
るものであって外書である。
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（参 考） 

平成２７年度地方債計画について 

 

平成２７年度地方債計画については、引き続き厳しい地方財政の状況の下で、地方財源の不

足に対処するための措置を講じ、また、地方公共団体が防災・減災対策、公共施設の老朽化対

策及び地域の活性化への取り組みを着実に推進できるよう、所要の地方債資金の確保を図るこ

ととするとともに、東日本大震災に関連する事業を円滑に推進できるよう、所要額についてそ

の全額を公的資金で確保を図ることとして、通常収支分、東日本大震災分のそれぞれについて

策定している。 

 

１ 通常収支分  
  

(1) 概況  

総額は１１兆９，２４２億円となり、前年度に比べて９，０５９億円、７．１％の減 

となっている。 

このうち、普通会計分は９兆５，００９億円で、前年度に比べて１兆５６１億円、 

１０．０％の減、公営企業会計等分は２兆４，２３３億円で、前年度に比べて１，５０２

億円、６．６％の増となっている。 

  

(2) 臨時財政対策債の発行 

地方財源の不足に対処するため、地方財政法第５条の特例として臨時財政対策債４兆 

５，２５０億円（前年度に比べて１兆７０２億円、１９．１％の減）を計上している。 

 

   (3) 公共施設等の老朽化対策の推進 

地方公共団体が、公共施設等総合管理計画に基づき、既存の公共施設の集約化・複合化

に積極的に取り組んでいけるよう、公共施設最適化事業を創設するとともに、既存の公共

施設等の転用に係る事業を地域活性化事業の対象とすることとし、所要額を計上している。 

また、公共施設等総合管理計画に基づく公共施設等の除却に係る地方債についても、引

き続き所要額を計上している。 

 

(4) 過疎対策事業の推進 

公共施設の老朽化対策への対応や地方創生（特に「しごと」づくり）に寄与する事業等

を推進するため、過疎対策事業を充実することとし、４，１００億円を計上している。 

 

(5) 緊急防災・減災事業の推進 

地方公共団体が、引き続き喫緊の課題である防災・減災対策に取り組んでいけるよう､

緊急防災・減災事業を５，０００億円計上している。  

 

27



(6) 地方公営企業による生活関連社会資本の整備の推進 

       上・下水道、交通、病院等住民生活に密接に関連した社会資本の整備を着実に推進す 

ることとし、事業の実施状況等を踏まえ、所要額を計上している。 

 

(7) 公営企業会計の適用の推進 

地方公営企業への公営企業会計の適用が円滑に実施されるよう、公営企業会計の適用に

要する経費について、公営企業債の対象とすることとし、所要額を計上している。 

 

(8) 公営企業債の償還年限の延長 

地方公営企業が、長期的な収支見通しに基づき安定的な経営を行うことができるよう、

財政融資資金に係る公営企業債のうち上下水道事業等について、施設の耐用年数等を踏ま

えて償還年限を延長することとしている。 

 

(9) 地方債資金の確保 

公的資金については、前年度と同程度の公的資金を確保するとともに、民間等資金に

ついては、その円滑な調達を図るため、共同発行市場公募地方債及び住民参加型市場公

募地方債を含めた市場公募地方債の発行を引き続き推進することとしている。  

 

 

２ 東日本大震災分  
 

(1) 概況 

復旧・復興事業として総額４２５億円、全国防災事業として総額２，３９７億円を計上

している。 

 

   (2) 被災施設借換債の確保 

旧公営企業金融公庫資金（地方公共団体金融機構資金も含む。）によって取得した施設

が被災により滅失し繰上償還（補償金が課されない強制繰上償還）を行う場合、地方公共

団体金融機構資金により、借換債を発行できることとしている。 

 

(3) 地方債資金の確保 

東日本大震災分については、その所要額について全額を公的資金で確保することとして

いる。 
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（参考１）通常分・特別分の状況 

（単位：億円、％）     

区 分 
平成２７年度 

(A) 

平成２６年度 

(B) 

増 減 額 

(A)-(B) (C) 

増 減 率 

(C)/(B)×100 

普通会計分 

通 常 分 

特 別 分 

臨時財政対策債 

財 源 対 策 債 

退 職 手 当 債 

調 整 

９７,７６１ 

４３,８１１ 

５３,９５０ 

４５,２５０ 

７,８００ 

８００ 

１００ 

１０７,００８ 

４２,３５６ 

６４,６５２ 

５５,９５２ 

７,８００ 

８００ 

１００ 

△  ９,２４７  

１,４５５ 

△ １０,７０２  

△ １０,７０２  

０  

０  

０ 

△  ８．６ 

３．４ 

△ １６．６ 

△ １９．１ 

０．０ 

０．０ 

０．０ 

公営企業会計等分 ２４,３０３ ２２,８１９ １,４８４ ６．５ 

総 計 

通 常 分 

特 別 分 

１２２,０６４ 

６８,１１４ 

５３,９５０ 

１２９,８２７ 

６５,１７５ 

６４,６５２ 

△  ７,７６３ 

２,９３９ 

△ １０,７０２ 

△  ６．０ 

４．５ 

△ １６．６ 
 
（注）公営企業会計等分はすべて通常分である。 

 

 

（参考２）地方債資金の構成内訳 

（単位：億円、％）     

区       分 

平成２７年度計画 平成２６年度計画 差 引 増 減 率

(A) 

構成比

(B)

構成比

 

(A)-(B) 

(C) 

(C)/(B)

×100

公 的 資 金 

財 政 融 資 資 金 

地方公共団体金融機構資金 

（国の予算等貸付金） 

民 間 等 資 金 

市 場 公 募 

銀 行 等 引 受 

52,400  

32,690  

19,710  

(   365) 

69,664  

40,000  

29,664  

42.9

26.8

16.1

-

57.1

32.8

24.3

55,030 

34,530 

20,500 

(   770)

74,797 

42,600 

32,197 

42.4

26.6

15.8

-

57.6

32.8

24.8

△ 2,630  

△ 1,840  

△   790  

(△  405) 

△ 5,133  

△ 2,600  

△ 2,533  

 △  4.8 

 △  5.3 

△  3.9 

(△ 52.6)

△  6.9 

  △ 6.1 

△  7.9 

合       計 122,064  100.0 129,827 100.0 △ 7,763  △  6.0 
 

（注）１ 市場公募地方債については、借換債を含め 7兆 3,200 億円（前年度比 2,600 億円、3．4％減）

を予定している。 

２ 国の予算等貸付金の（ ）書は、災害援護資金貸付金などの国の予算等に基づく貸付金を財源

とするものであって合計には含めていない。  
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１．地方財政計画への計上

（１）公共施設等最適化事業費（仮称）の創設

公共施設等総合管理計画に基づき実施する公共施設の集約化・複合化、転
用、除却のために必要な経費として、「公共施設等最適化事業費（仮称）」
を計上（1,000億円（皆増））

（２）維持補修費の増額

公共施設等の維持補修費について、地方公共団体の決算の状況等を踏まえ、
増額（11,600億円程度（＋1,200億円程度））

２．地方財政措置

（１）集約化・複合化事業に係る地方債措置（公共施設最適化事業債（仮称））
の創設

【対象】
公共施設等総合管理計画に基づいて実施される既存の公共施設の集約

化・複合化事業であって、全体として延床面積が減少するもの（庁舎等の
公用施設や公営住宅、公営企業施設等は対象外）

【充当率等】
・充当率：90％、交付税算入率：50％
・期間：平成29年度まで
・平成27年度地方債計画計上額：410億円（事業費ベース：450億円）

（２）転用事業に係る地方債措置の創設（地域活性化事業債の拡充）

【対象】
公共施設等総合管理計画に基づいて実施される既存の公共施設等の転用

事業（転用後の施設が庁舎等の公用施設、公営住宅、公営企業施設等であ
る場合は対象外）

【充当率等】
・充当率：90％、交付税算入率：30％
・期間：平成29年度まで
・平成27年度地方債計画計上額：90億円（事業費ベース：100億円）

（３）公共施設等の除却についての地方債の特例措置（平成26年度創設、継続）

・充当率：75％（資金手当）

・平成27年度地方債計画計上額：340億円（事業費ベース：450億円）

公共施設等の老朽化対策に要する経費について、地方財政計画に所要の歳出
を計上するとともに、集約化・複合化等に対する地方財政措置を充実。

公共施設の老朽化対策の推進
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１．過疎対策事業債の増額

公共施設の老朽化対策への対応や地方創生に寄与する事業等を推進するため、
過疎対策事業を充実することとし、地方債計画を５００億円増額し、４，１００億
円を計上

平成２６年度計画 平成２７年度計画

３，６００億円 →  ４，１００億円（＋５００億円、＋１３．９％）

（参考）財政措置

充当率：１００％、交付税算入率７０％

２．地方創生特別分の創設

ハード対象事業のうち、民間雇用の創出や産業振興に資する次の事業を「地
方創生特別分」として位置付け、同意等予定額を定める際に他の事業に優先し
た取扱いとする

【特別分対象事業】

・法人に対する出資 ・地場産業振興施設
・観光・レクリエーション施設 ・農林漁業経営近代化施設
・商店街振興施設 ・貸工場・貸事務所
・民間雇用につながる高齢者福祉施設や保育所等の新規整備への補助等

※都道府県において、該当するか否かの判断、見込まれる雇用創出を精査

平成２７年度所要見込額 ５００億円程度

過疎地域における公共施設の老朽化対策等に対応するため、地方債計画額を
５００億円増額するとともに、地方創生(特に｢しごと｣づくり)に寄与する事業
を推進するための「地方創生特別分」を創設。

過疎対策事業債について
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１．発行対象事業

地方公営企業法非適用企業

２．発行対象経費

公営企業会計の適用に直接必要な経費（基礎調査・基本計画等策定経費、
資産評価・資産台帳作成経費、財務会計システム導入経費等をいう。ただし、
公営企業会計の適用に係る事務に従事する職員の給料等は原則として含まれ
ない。）

３．発行対象期間

平成２７年度～平成３１年度（公営企業会計の適用拡大に係る集中取組期間）

４．充当率等

・地方債の充当率 １００％
・民間等資金
・償還年限 １０年以内

５．地方債計画計上額

６０億円（公営企業各事業債の内数）

６．地方債の元利償還に係る財政措置

下水道事業及び簡易水道事業に対する公営企業会計の適用にあっては、当
該公営企業債の元利償還金に対し、建設改良費に係る下水道事業債及び簡易
水道事業債に準じた普通交付税措置を講じる。

例 下水道事業（処理区域内人口密度25人/ha未満で分流式下水道）：４９％
簡易水道事業：５０％

○ 公営企業をめぐる経営環境が厳しさを増しつつある中で、中長期的な

視点に立った計画的な経営基盤の強化と財政マネジメントの向上等に的

確に取り組むためには、公営企業会計を適用し、財務諸表の作成等を通

じて、自らの経営・資産等を正確に把握することが必要である。

○ 公営企業会計の適用が企業の将来の経営基盤の強化に資する点を踏ま

え、公営企業会計の適用が円滑に実施されるよう、これに要する経費に

ついて公営企業債の対象とする。

公営企業会計の適用に要する経費に係る財政措置について

※ なお、従前の特別交付税による財政措置は廃止するが、下水道事業について、
公営企業会計の適用に係る事務に平成２６年度までに着手している団体にあっ
ては、引き続き当該財政措置の対象とする経過措置を設ける。
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【対象事業等】

建設改良費の財源とするため、平成２７年度以降に同意等を受けて発行

する公営企業債のうち、財政融資資金を充当するものであって、以下の事

業等に係るもの

○ 地方公営企業においては、施設等の建設又は改良時に発行した企業債

の償還期間と耐用年数との間に差があることにより、構造的に資金不足

が発生

○ 地方公営企業が、長期的な収支見通しに基づき安定的な経営を行うた

めには、企業債の償還期間と施設等の耐用年数とのギャップを縮小する

ことが必要

○ 以上のことから、平成２７年度以降に同意等を受けて発行する公営企

業債のうち、財政融資資金を充当するものについて、施設の耐用年数等

を踏まえて償還年限を延長

○ この改正は、長期的な視点に立った健全な企業経営に資するもの

公営企業債の償還年限の延長について

※ （ ）内は利率見直し方式における償還年限

※ 据置期間については、現行どおりとする

※ 上記は最長の償還年限であり、各地方公共団体においては、地方債を財源として

整備する施設等の耐用年数の範囲内で適切な償還年限を設定

水 道 事 業 30 （ 30 ） 40 （ 40 ）

交 通 事 業 都 市 高速 鉄道 事業 30 （ 30 ） 40 （ 40 ）

埠 頭 用 地 20 （ 30 ） 40 （ 40 ）

上 屋 20 （ 25 ） 31 （ 31 ）

荷 役 機 械 15 （ 15 ） 17 （ 17 ）

病院事業・介護サービス事業 医療・看護用機械器具 5 （ － ） 10 （ 10 ）

下 水 道 事 業 30 （ 30 ） 40 （ 40 ）

事　　業　　等
平成26年度
償還年限

平成27年度以降
償還年限

港 湾 整 備 事 業
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市場公募地方債の発行を引き続き推進する。

[地方債計画計上額]

市場公募地方債 4 兆円

（地方債計画総額に占める構成比 H○26 32.8 ％ → H○27 32.8 ％）

(1) 全国型市場公募地方債 3 兆 8,000 億円（前年度 4 兆 100 億円）

(2) 住民参加型市場公募地方債 2,000 億円（前年度 2,500 億円）

〈参考 1〉平成27年度市場公募地方債発行予定額（借換分を含む）

合計 7.3 兆円程度（○26 7.6 兆円程度）

全国型市場公募地方債 7.1 兆円程度（○26 7.3 兆円程度）

10 年債 4.9 兆円程度（○26 5.1 兆円程度） 共同発行分 1.4 兆円程度（○26 1.5 兆円程度）

個別発行分 3.5 兆円程度（○26 3.6 兆円程度）

2 年債、3 年債、5 年債及び 7 年債 1.5 兆円程度（○26 1.6 兆円程度）

超長期債（20 年債及び 30 年債） 0.7 兆円程度（○26 0.6 兆円程度）

住民参加型市場公募地方債 0.2 兆円程度（○26 0.3 兆円程度）

（注 1）上記数値は、表示数値未満を四捨五入したものであるので、合計と一致しない場合がある。

（注 2）上記の発行予定額は変更される可能性がある。

（注 3）平成 26 年度の数値は平成 26 年度計画ベースの数値。

〈参考 2〉市場公募地方債の地方債計画（当初）計上額推移 （単位：兆円）

平成２７年度市場公募地方債について

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

市場公募地方債 3.4 3.4 3.7 4.3 4.2 4.4 4.4 4.3 4.0

地方債計画総額

に占める構成比
27.2% 27.2% 25.9% 27.0% 30.6% 31.6% 32.4% 32.8% 32.8%
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